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#13-07 

【２月９日～２月１５日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２５年２月１９日 

在ウクライナ大使館 

 

１．内政 

▼刑事事件に関する動き 

・１２日、ハルキフ市キエフ地区裁判所は、ティモシェンコ前

首相の不在を理由に同日予定していた「ウクライナ統一エネ

ルギー・システム」社に関する同前首相に関する刑事事件の

審理を３月５日に延期。 

・１３日、権限逸脱の罪により収監されていた２０１２年８月に執

行猶予１年の決定が下され保釈されたイヴァシチェンコ元国

防相代行は、デンマークへの亡命を発表。 

・１３日、ゴンガゼ記者殺害事件の被害者側弁護人は、１月２９

日付キエフ市ペチェルスク地区裁判所判決を不服として控訴

を申し立てた旨発言。 

・１３～１５日、キエフ市控訴裁判所及びキエフ市ペチェルス

ク地区裁判所は、シチェルバニ元最高会議議員殺害事件関

連の証人尋問を実施。ティモシェンコ前首相は同尋問に不参

加。 

・１５日、ルツェンコ元内相は、ヤヌコーヴィチ大統領に対して

恩赦を請求する意向はない旨改めて表明。 

▼議会の動き 

・１２日、エフレーモフ地域党会派代表は、野党が最高会議の

封鎖を解除しない場合、同会派は繰り上げ総選挙実施プロセ

スを開始する用意がある旨発言。一方、１４日、ルィバク最高

会議議長は、現時点で議会解散の可能性は検討されていな

い旨発言。 

・１２日、ヤツェニューク「バチキフシチナ」会派代表は、野党

は繰り上げ大統領選挙及び議会選挙の準備を開始する用意

がある旨発言。 

・１５日現在、野党議員は、５日に開始した最高会議議場の封

鎖を継続。 

▼無所属議員資格の剥奪に関する動き 

・９日、「統一センター」党は、高等行政裁判所が８日に同党

所属議員の議員資格剥奪の決定をした問題に関し欧州人権

裁判所等に提訴する意向である旨表明。「ウダール」党（９日）

及び「バチキフシチナ」党（１１日）は、議員資格剥奪の決定を

下した同裁判所裁判官の解任を要求する旨の声明を発表。 

・１１日、ルィバク最高会議議長は、同決定の違憲審査を憲法

裁判所に請求する旨発表。 

・１３日、マヘラ中央選挙管理委員会副委員長は、議員資格

剥奪に関する決定は議会で下されるべきである旨発言。 

▼その他 

・９日、「我々のウクライナ」党は、ユーシチェンコ同党首（前大

統領）の除名を試みたとして、ボンダルチューク同党評議会

長の除名を決定。 

・１２日、ポロシェンコ最高会議議員（前経済発展・貿易相）は、

野党統一候補としてキエフ市長選挙に出馬する用意がある

旨発言。 

・１５日、国家統計局は、２０１２年末現在のウクライナの人口を

対前年比８万６００人減の４，５５５万６，０００人と発表。 

２．経済 

▼マクロ経済 

・１４日、国家統計局は、ウクライナの貿易赤字が２０１１年の１

４２億米ドルに対し、２０１２年は１５８億米ドル、輸出額が０．

６％増の６８８億米ドル、輸入額が２．５％増の８４６億米ドルで

あった旨公表（うち、対日本の輸出・輸入額がそれぞれ１１

０％増の３億２，０５０万米ドル、１８％増の１５億米ドル）。 

▼金融・財政 

・１１日、政府は、２０１３年の為替相場が平均８．４フリヴニャ／

米ドルに対し、２０１４-２０１５年は、８．５フリヴニャ／米ドルと

の予測を発表。この予測は、ウクライナのユーロ債券の問題

に起因しているとしており、２０１３年の国家予算はＧＤＰ成長

率３．４％、インフレ率４．８％に基づいているとし、予算赤字

をＧＤＰの３．２％としている旨を併せて公表。 

・１５日、国家統計局は、２０１２年、１３０ヶ国の海外からウクラ

イナへの直接投資が、約５４５億米ドルであり、主な投資国は

キプロスが約１７３億米ドル、ドイツが約６３億米ドル、オランダ

が約５２億米ドル、ロシアが約３８億米ドルであった旨発表。 

▼ＩＭＦ 

・１２日、アザーロフ首相は、ＩＭＦとの交渉後のポジティブな

結果を期待している、我々は翌年期待される急速な経済発展

の中、計画された本年のＧＤＰ成長率３．５％を達成するため

に相当な努力が必要であろうという合意に至った旨発言。 

・１２日、ＩＭＦは１月２９日から２月１２日のＩＭＦ調査団の訪問

に関し、ウクライナとのスタンドバイ合意の第一回目の協議を

終えたとし、ウクライナは難しい挑戦に直面しているが、より良

い政策を持てば良い結果を達成できるであろう、更なる技術

的作業が必要であり、本年３月に協議を継続する旨発表。 

・１３日、財政専門家・フラドキィＢＥＳＴ分析センター所長は、Ｉ

ＭＦとの協力再開のプログラムは３月に署名されるであろう、Ｉ

ＭＦはたいへんアクティブに融資を実施しており、ウクライナ

はクライアントの中で最も悪い借り手ではなく、ＩＭＦはウクライ

ナがこのような融資を管理する能力があると見ている旨発言。 

▼原子力安全 

・１１日、スタヴィツキー・エネルギー・石炭産業相は、ウクライ

ナは現在、欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ）と、原子力安全に関

する合同プロジェクトの実施に関して交渉中であり、特に、ザ

ポリージャ原子力発電所の付帯設備の建設計画が重要であ

る、更に、総合的な原子炉安全向上プログラムに関する取り

決め合意の可能性を期待する旨発言。 
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・１３日、国家非常事態庁は、１２日に雪の重みによりチェルノ

ブイリ原子力発電所４号機機械室の壁及び屋根の一部が破

損する事故が発生したものの、事故による負傷者はなく、放

射線量も正常範囲内の値である旨発表。 

▼ガス問題 

・１５日、メドヴェージェフ・露ガスプロム副社長は、ガスプロ

ム社にウクライナとのガス供給に関する契約変更の意向は

なく、ウクライナは非購入ガス代７０億ドル全額を支払う義務

がある旨発言。 

３．外政 

▼ヤヌコーヴィチ大統領のトルクメニスタン訪問 

・１３日、ヤヌコーヴィチ大統領は、トルクメニスタンを訪問し、

ベルディムハメドフ大統領と会談。双方は、中長期的両国協

力関係構築の必要性等に関し協議し、両国友好協力関係深

化に関する共同声明に署名。両大統領は、トルクメニスタン

からウクライナ及び欧州諸国へのガス供給の再開に向けた

「ナフトガス」と「トルクメンガス」間の相互理解に関する覚書

等の署名式に臨席。 

・１４日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ウクライナ「Ａｌｔｃｏｍ」社が

受注したアムダリヤ川の橋梁建設着工式等に出席。 

▼その他 

・１１日、グローヴァー欧州安全保障協力機構／民主制度・

人権事務所（ＯＳＣＥ／ＯＤＩＨＲ）代表は、コジャーラ外相と

会談し、２０１２年１０月２８日に実施された最高会議選挙に関

する１月３日付ＯＳＣＥ／ＯＤＩＨＲ最終報告書を手交。コジャ

ーラ外相は、同報告書での指摘に対し真摯に対処する旨発

言。 

・１２日、外務省は、北朝鮮の核実験実施を非難する声明を

発出。 

・１３日、マケイン米上院議員は、米上院はウクライナ当局者

に対する制裁の可能性につき検討している旨発言。 

・１３日、閣僚会議は、ウクライナの欧州統合に関する２０１３

年重点施策を承認。 

４．防衛 

・１５日、ヤヌコーヴィチ大統領は、「ウクライナ軍改革発展計

画２０１３－２０１７」は間もなく承認され、完全職業軍人化へ

移行するとともに、職業軍人のモチベーションを上げるため

に住宅の供給、給料の改善等の課題に取り組む旨発言。 

（了） 


